
実 績 評 価 書
平成１８年７月

政策体系 番 号

基本目標 ２ 安心・快適な生活環境づくりを衛生的視点から推進すること

施策目標 ３ 安全で質が高く災害に強い水道を整備すること

Ⅱ 災害に強い水道の整備など水道水の安定供給を図ること

担当部局・課 主管部局・課 健康局水道課

関係部局・課

１．施策目標に関する実績の状況

実績目標１ 水道事業の広域化を図ること

（実績目標を達成するための手段の概要）

水源の安定的確保、広域的な水運用及び水道施設の効率的利用を図るため、国庫補

助事業等により水道広域化施設の整備を推進した。

○ 関連する経費（平成 年度予算額）17
・ 簡易水道再編推進事業 百万円12,666
・ 水道広域化施設整備費 百万円26,710
・ 水道水源開発施設整備費 百万円17,188

（評価指標の考え方）

、 （ ） 、広域水道受水人口とは 水道の広域化の進展 普及 状況を把握するためのもので

「 （ ）広域水道事業 企業団等地方自治体が共同で行っている水道事業及び県営水道事業

による給水人口＋用水供給事業から受水している水道事業（広域水道事業は除く ）。

の給水人口」により算定される。

（評価指標） Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７

78,483 79,155 80,064 80,560 -広域水道受水人口（千人）

（備 考）

評価指標は、水道統計による。平成 年度実績は、平成 年度末取りまとめ見込17 18
みのため記載不可能。

（参考指標） Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７

16,220 14,281 13,567 12,894 12,666簡易水道再編推進事業（百万円）

（備 考）

（参考指標） Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７

43,237 36,918 34,334 29,652 26,710水道広域化施設整備費（百万円）

（備 考）

（２－３－Ⅱ）



（参考指標） Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７

31,281 25,010 22,459 19,108 17,188水道水源開発施設整備費（百万円）

（備 考）

実績目標２ 基幹施設及び基幹管路の耐震化率をそれぞれ１００％とする等、災害対

応力を強化すること

（実績目標を達成するための手段の概要）

① 水道施設の耐震化並びに地震対策の推進について、水道関係担当者会議等におい

て技術的助言を行った。

② 国庫補助事業等により、水道水源の確保、水源の複数化、老朽管等の水道施設の

計画的・効率的な更新、基幹管路の耐震化を推進した。

○ 関連する経費（平成 年度予算額）17
・ 生活基盤近代化事業 百万円4,315
・ ライフライン機能強化等事業費 百万円6,315

（評価指標の考え方）

基幹施設の耐震化率は、浄水場、配水池等の基幹施設のうち、耐震化されている施

設の割合である。基幹管路の耐震化率は、基幹管路（導水管、送水管及び配水本管）

の総延長に占める耐震化されている管路延長の割合である。

（評価指標） Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７

基幹施設の耐震化率 － － － －23
（備 考）

基幹施設の耐震化率については、今後調査を行い把握していく予定。平成 年度15
実績値については、水道ビジョン策定時にアンケート調査を実施した結果である。

（評価指標） Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７

基幹管路の耐震化率 －12.7% 13.2% 13.5% 13.8%
（備 考）

評価指標は、水道統計による。平成 年度実績は、平成 年度末取りまとめ見込17 18
みのため記載不可能。

（参考指標） Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７

5,904 5,087 4,731 4,423 4,315生活基盤近代化事業（百万円）

（備 考）

（参考指標） Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７

927 927 927 6,315 6,315ﾗｲﾌﾗｲﾝ機能強化等事業費（百万円）

（備 考）

（参考指標） Ｈ１３ Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７

管種別布設延長割合

（ダグタイル鋳鉄管） ―53.1% 53.5% 54.2% 54.5%
（内耐震継ぎ手を有する管） ―3.9% 4.2% 4.6% 4.7%

（２－３－Ⅱ）



（２－３－Ⅱ）

（石綿セメント管） ―4.2% 3.7% 3.2% 2.8%
（その他） ―42.7% 42.8% 42.6% 42.7%

（備 考）

参考指標は、水道統計による。平成 年度実績は、平成 年度末取りまとめ見込17 18
みのため記載不可能。

２．評 価

( ) 現状分析1
現状分析

・ 平成 年度末現在水道事業の総数は に上り、小規模水道事業者において16 9,986
は基幹施設の耐震化、安全な水道水を供給するための技術者の確保及び経営基盤強

、 。化等が困難となる場合が多いため さらに広域化を推進することが求められている

・ 水道ビジョンにおいては、基幹施設及び基幹管路の耐震化率を ％とすること100
を目標として掲げている。

( ) 評価結果2
政策手段の有効性の評価

13 78,483 16 80,560広域水道受水人口は、平成 年度に （千人）に対して平成 年度は

（千人）となり、水道事業の統合による広域化が毎年着実に進んでいる。

地震に強いダクタイル鋳鉄管の布設延長割合は、毎年着実に増加し、かつ、強度が

低い石綿セメント管の布設延長割合は減少している。また、基幹管路の耐震化率は、

平成 年度に ％に対して平成 年度は ％となり、地震に対する十分な備13 12.7 16 13.9
えができているとは言えない状況にあるが、毎年着実に増加しており、国庫補助等の

施策は災害対応力の強化に有効である。

政策手段の効率性の評価

水道管路近代化推進事業に係る国庫補助事業については、平成 年度新規採択分11
より、費用対効果について確認した上で補助採択しているところであり、平成 年17
度に水道管路近代化推進事業費として新規国庫補助採択を行った 件の事業の費用21

、 、 。対効果は最低 最大 であり いずれも社会経済的に効率的であるといえる1.03 10.31
簡易水道再編推進事業及び水道広域化施設整備費に係る国庫補助事業についても、

同様に費用対効果について確認した上で補助採択しているところであり、平成 年17
度に水道管路近代化推進事業費として新規国庫補助採択を行った 件の事業の費用57

、 、 。対効果は最低 最大 であり いずれも社会経済的に効率的であるといえる1.01 10.6
総合的な評価

広域化の推進による経営基盤の強化、耐震管路延長の増加等水道水の安定供給のた

めの基盤整備が進んでいると評価できる。

今後も引き続き現行の施策を推進し、災害に強い水道の整備など水道水の安定供給

を図ることが必要である。

評価結果分類 分析分類

１ 目標を達成した １ 分析が的確に行われている



（２－３－Ⅱ）

② 達成に向けて進展があった ② 分析がおおむね的確に行われている

３ 達成に向けて進展がみられない ３ 分析があまり的確でない

３．特記事項

①学識経験を有する者の知見の活用に関する事項

「 」（ ）21 11 6世紀における水道及び水道行政のあり方 平成 年 月水道基本問題検討会

・渇水対策、災害対策のための水源確保や水道施設の増強の整備水準は、地域の特性

を踏まえつつ、需要者の求める水準と費用負担との関係を考慮した上で、シビル・ミ

ニマムとしての整備目標を定め、渇水や災害に強い水道の整備に計画的に取り組む必

要がある。

・今後も引き続き、水道の広域的整備を図る必要があるが、経営基盤の一層の強化を

図る観点からは、地域の実情を踏まえ、できるだけ末端給水までの水道事業の形態で

広域的整備を推進することが適切と考えられる。

「水道ビジョン （平成 年６月厚生労働省健康局）」 16
地震、渇水等の災害発生時、テロ等の事態においても、断減水による国民生活・社

会経済活動への影響を未然に防止あるいは軽減するため、改善の指示を可能とする水

道施設機能評価、渇水に対する給水安定性の向上、防災担当部局等と共同・連携した

施設の重点的・戦略的な整備などにより水道システム全体の安全度・安定度を向上さ

、 、 。せるとともに 災害時における応急給水 応急復旧体制の充実等の一層の促進を図る

②各種政府決定との関係及び遵守状況

なし。

③総務省による行政評価・監視等の状況

「 」（ 、 ）（ ）各府省が実施した政策評価の点検結果 平成 年 月 総務省行政評価局 抄17 3
事例６ 「災害に強い水道の整備など水道水の安定供給を図ること」

・事実関係の照会

水道ビジョンの現状認識の根拠となっており、それぞれに目標値が設定されている

「浄水場、配水池等の基幹施設の耐震化率 「管路の耐震化率 「応急給水計画の策」、 」

定率 「応急復旧体制整備率」についても指標として追加することを検討すべきでは」

ないでしょうか。

・回答

指摘を踏まえ、指標とするよう検討したい。

④国会による決議等の状況（警告決議、付帯決議等）

平成 年 月 日「水道法の一部を改正する法律案」に対する附帯決議（参議院13 5 29
厚生労働委員会）

・水道施設の老朽化や震災等への対策を充実する観点から、水道施設の更新が適切に

行われるよう、技術的な支援や的確な助言の提供を行うこと。



（２－３－Ⅱ）

平成 年 月 日「水道法の一部を改正する法律案」に対する附帯決議（衆議院13 6 22
厚生労働委員会）

・水道施設の老朽化や震災等への対策を充実する観点から、水道施設の技術水準の向

上および適切な更新が行われるよう、必要な支援や技術的な助言に努めること。

⑤会計検査院による指摘

なし。


